
令和７年度第２回伊勢市市民公益活動促進委員会　議事録 

 

日　　時：令和８年２月 17 日（金）14 時 00 分～15 時 00 分 

場　　所：オンライン開催 

出席委員： 

委 員 長 池　山　　　敦　氏　（皇学館大学　教育開発センター准教授） 

副委員長 藤　岡　喜美子　氏　（(公社)　日本サードセクター経営者協会東海支部長） 

秋　山　則　子　氏　（NPO 法人三重みなみ子どもネットワーク　理事長） 
中　川　眞由美　氏　（明倫地区まちづくり協議会　会長） 

江　﨑　明　裕　氏　（伊勢商工会議所　企画推進室　課長） 

欠席委員： 

川　北　　　輝　氏　（津市市民活動センター　センター長／ 
　　　　　　　　　　　NPO 法人津市 NPO サポートセンター　理事長） 

須　川　　　文      （伊勢市環境生活部　市民交流課　副参事兼男女共同参 

画係長） 

【いせ市民活動センター指定管理者】 

特定非営利活動法人　いせコンビニネット 

増　川　尚　男　　　（事務局長） 

西　川　恒　夫　　　（いせ市民活動センター長） 

浦　田　宗　昭　　　（いせ市民活動センター企画部長） 

【事務局】 

山　下　智　也　　　（市民交流課　課長） 

坂　本　展　章　　　（市民交流課　主幹兼市民交流係長） 

福　神　啓　太　　　（市民交流課　市民交流係） 

 

１．あいさつ 

 

２．協議事項 

・令和７年度いせ市民活動センターの管理運営状況　中間報告について 

・いせ市民活動センター改修の概要と改修後のセンターの利用について 

※（委）＝委員　（指）＝指定管理者　（市）＝伊勢市 

 

（指）　資料（中間報告書、上半期事業詳細）に沿って「令和７年度上半期の管理運営状況 

について」説明。 

 

（市）　資料（改修の概要、利用再開スケジュール）に沿って「いせ市民活動センター改修 

の概要と改修後のセンターの利用について」説明。 

 

（委）　交流事業で、まちづくり協議会を 14 か所訪問されたとのことだが、反応はどうだ 

ったか。 



 

（指）　まちづくり協議会が抱える課題や事情を伺う良い機会となった。少しずつではある 

が、顔の見える関係ができつつあると感じている。 

 

（委）　まちづくり協議会ごとに、課題や特徴は異なる。社協としても連携しながら対応し 

ていきたい。 

 

（市）　先日、市内のまちづくり協議会関係者が一堂に会する意見交換会を開催し、その場 

にいせ市民活動センターも参加し、事業説明や市民活動団体の具体例について紹介 

してもらった。地域と市民活動団体がつながることは、団体にとっても地域にとっ 

ても良いことから、今後も連携に係る支援を進めていきたい。 

 

（委）　まちづくり協議会側として、連携が必要な時に単発で聞くのではなく、「センター 

に聞けばよい」「どのような団体があるか」が分かるような情報提供があると連携し 

やすい。 

 

（指）　団体情報の提供について、公開できるようなリスト化は難しい。紹介の仕方はこれ 

からの課題として考えている。 

 

（委）　防災講座に自治会関係者の参加があったことからも、「防災」は地域との連携の切 

り口になり得る。「防災」をテーマとした企画を検討してはどうか。 

 

（指）　「防災」は連携の切り口として有効と考えている。企画内容については助言をいた 

　　　　だきながら、前向きに検討していきたい。 

 

（委）　講座も重要だが、避難所運営を想定した体験型のワークショップも有効と考える。 

 

（委）　防災講座に自治会から 14 名の参加があった点について、まちづくり協議会と自治 

会は活動が競合し、一緒に集まりにくい状況がある中で、センターが主催すること 

で自治会の参加につながった可能性がある。今後も、センターがまちづくり協議会 

と自治会をつなぐ役割を果たすことを期待する。 

 

（市）　まちづくり協議会や自治会による主催行事は数多くあるが、「開催情報を事前に知 

っていれば参加したかった」という状況を避けるためにも、講演会などの周知を徹 

底する必要がある。開催情報の共有・拡散に関しては、市も連携して取り組んでい 

きたい。 

 

（指）　「防災」をテーマに企画を進めるにあたり、市だけでなく社協にも参画いただける 

とありがたい。 

 



（委）　商工会議所として BCP 策定を進めているが、市やセンターを含めエリア全体として 

BCP を検討していく必要があると考えている。センターとしては BCP はあるのか、 

また今後策定予定はあるのか伺いたい。 

 

（指）　BCP は策定していないが、防災計画は整備している。災害時の対応は、事業の中で 

検討している段階である。 

 

（市）　発災時におけるセンターの活動継続のあり方については、指定管理者と常に認識を 

共有し確認していく必要がある。また、発災時に市民活動団体に対してどのように 

呼びかけ、連携を図るかが課題である。 

 

（委）　社協として、市と常設の災害ボランティアセンターの運営を進める中で、発災時は 

市民活動センターとも連携、情報共有する方向性で整理してきた。近年は災害ボラ 

ンティア活動への関心が高まり、まちづくり協議会からの参加も多い。地域の意識 

が交流中心から一歩踏み込んだ防災対応へ変化してきていると感じる。 

 

（委）　「防災」は地域づくりの切り口となる。発災後を見据え、地域で「自分事」として 

動ける人や団体を早期につなぐ仕掛けが必要である。特に「女性・子ども目線」は 

参加を広げる有効な切り口である。抽象的な連携論に留めず、行政、社協、NPO、活 

動センターが協議し、日頃の活動が災害時に活きる企画につなげてほしい。あわせ 

て、福祉サービスの BCP は人材、資金の確保が鍵であり、制度変更も踏まえた準備 

が必要である。 

 

（委）　福祉分野では BCP 作成が進む一方、早期の事業再開を優先する設計となり、複数事 

業を抱える組織では人員配分等が難しい現状がある。今後は長期的な生活支援、復 

興支援も見据え、地域の被災者や課題を見逃さない仕組みづくりが必要である。研 

修等を含め、地域実情に合わせた仕組みを検討してはどうか。 

 

（委）　地域づくりにおいて「防災」は、共感を得やすい共通言語であり、意見交換の入口 

として有効である。「防災」を起点に、センターでの企画等も含め、議論と連携が進 

むことを期待する。日頃のつながりが、いざという時に「相談先として思い浮かぶ 

存在」をつくる。センターがその拠点となるよう、地道な取組の継続を期待する。 

 

３．報告事項 

・その他 

 

 

以上


